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1 節 復興に向けた動き

1．復興の全体状況

　東日本大震災の発生から 2年が経過したが，被
災地の「復興」はほとんど進んでいないのが実情
である。
　津波で大きな被害を受けた岩手県・宮城県の自
治体では，復興の基本計画は出そろった。しかし，
沿岸部の住民が高台や内陸へ集団で移転する事業
が実現したところはまだ一つも無い。防潮堤など
の防災施設の復旧や再構築が完了した地域も無
く，安心して生活再建ができる状況にはない。
　福島県の場合，避難区域に指定された原発周辺
の11の自治体では，避難区域の見直しが進められ
ているが，除染やインフラの復旧はほとんど行わ
れておらず，帰還に向けた見通しは立っていない。
一部の自治体が別の場所に新たな生活拠点を整備
する計画を立てているものの，全体像は示されて
いないままである。
　こうしたことから避難生活は長期化し，13年 3
月の時点で31万人が避難生活を続けている。
　復興事業の遅れが，被災地からの人口流出とい
う形でさらに復興に影響を与える悪循環も起きて
いる。12年 3 月 1 日から13年 2 月 1 日までに被災
地の自治体から転出した人と転入した人を比較し
たところ，福島県では転出した人が 1万2,276人
上回った。また，12年の年末から13年の初めにか
けて自治体が津波被災地区の住民を対象に行った

調査では，将来的に「住んでいた地区から出て生
活再建をする」と回答した住民が50％前後に上る
地区が相次いだ。元々，過疎化・高齢化が進んで
いた地区の人口減少に拍車がかかり，消防団やコ
ミュニティバスなど地区の機能の維持さえ危ぶま
れる状況にある。
　復興事業の遅れの原因はさまざまだが，顕著な
のは計画の具体的な事業化に伴う問題である。
　第一に「事業空白地」の問題がある。例えば，
地盤沈下が進んだ沿岸部では，将来の津波への備
えもあって，盛り土による「かさ上げ」を前提と
しているところが多数に上る。ところが，かさ上
げを計画している場所が国の補助事業の対象とな
らないケースがあり，事業を進められない。また，
岩手・宮城・福島の 3県の26自治体が，計55か所
で住民が集団移転した跡地などを公園として再利
用する計画を立てているが，13年 3 月の時点で計
画面積の80％以上が事業を実行するための国の予
算がついていない。こうした，いわば「復興の空
白地帯」が次々と明らかになってきている。
　第二に，当初の自治体のもくろみが思うように
いかないケースが相次いでいる。多くの自治体が，
高台に住宅を，津波の浸水域に経済の場をという
「職住分離」の計画を立てているが，浸水地に店
舗を再建したくないという事業者や，すでに元の
自治体を離れて店舗を再建した事業者が少なくな
く，計画通りに商業地域を整備することができな
いという現実に直面している。
　いざ事業化にこぎつけても，それを実施できな
い事情も表面化しつつある。

第 2 章 東日本大震災

震災がれきの仕分け作業（宮城県東松島市・2013年 3 月11日）

　2011年 3 月11日に発生した巨大地震によりもたらされた東日本大震災から 2年経過したが，なお30万人
を超える人が避難生活を余儀なくされている（13年 3 月現在）。
　この間，復興計画は立てられたが，被災地の復興は遅々として進まず，福島第一原子力発電所事故によ
り避難した住民も，依然として仮設住宅などでの生活が続いているなど先行きが不透明な状況である。
　この章では，復興に向けた動き，原子力発電所事故のその後，この 1年のNHKの取り組み等を記載する。
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　まず，工事にあたる業者が決まらない「入札不
調」が多発している。膨大な復興関連の工事が行
われているため，利益を上げにくい工事には，業
者が入札に参加しないのが原因と見られている。
12年度の入札不調は宮城県発注分では30％にも上
った。自治体は，入札を諦めて割高の随意契約を
行う対応を迫られたり，発注額の低い工事は入札
手続きを簡素化する対策を取ったりしているが，
抜本的な解決には至っていない。
　また，復興工事に必要な生コンクリートや盛り
土のための土砂など，建築資材の不足も深刻だ。
生コンクリートの高騰に加え，人件費も高騰する
中，当初の予算より大幅に高い事業費が必要にな
るケースもある。こうした状況を受け，国は13年
3 月に被災地の沿岸部に国の費用で生コンクリー
トの生産工場を建設する方針を打ち出した。
　さらに，事業が本格化するにつれ，自治体の職
員の不足も一層深刻になっている。
　産業の復興も課題に直面している。
　三陸の主力産業である水産業については，水産
加工場の復旧が最大の課題となり，この 2年で共
同加工場や冷蔵庫などの建設が進められたが，地
域によって復興のスピードに格差が生じている。
NHKが震災 2年を前に青森・岩手・宮城の水産
加工業者にアンケートを行ったところ，129社か
ら回答があり，「震災前の水準まで復旧した」と
答えた業者は，青森県では67.8％だったが，岩手
県で47.7％，宮城県では24.5％にとどまっている
ことが分かった。
　被災した中小企業については，施設を復旧させ
るために使い勝手の良い補助金として「グループ
補助金」が設けられたが，13年 1 月末の時点で岩
手・宮城・福島の企業に実際に支払われた額は
40％余りにとどまっている。背景には前述した建
築資材の高騰で工事が進まないことや，復興事業
の遅れなどがあり，期限までに補助金を受けられ
ない企業が出る可能性がある。
　農業については，津波で浸水した岩手・宮城・
福島のおよそ 2万ヘクタールの農地のうち，がれ
きの撤去や塩分を取り除いて復旧した農地は震災
2年の時点で35％にとどまっている。こうした中，
企業資本の支援などを受けて大型の水耕栽培の工
場を造り，農業を再開しようという動きも相次い
でいる。
　教育の現場を見ると，校舎が被災するなどして
使えなくなった岩手・宮城・福島の小中学校101
校が，震災 2年の時点でも間借り先の学校や，仮
設の校舎で授業を受けていて，環境の悪化による

学力差や運動不足が懸念されている。
　このほかにも，JRの路線が現在も寸断され，
復旧のめどが立っていない交通インフラの問題
や，地域の中核的な病院が被災し，仮診療所はで
きたものの入院機能のある病院が少ない医療機関
の問題など，被災地では震災前の暮らしを取り戻
す環境整備さえできていない状況である。
　元の暮らしに戻れない状況は，家族関係にも大
きな影響を及ぼしている。NHKが12年12月から
13年 1 月にかけて被災者1,005人にアンケートを
行ったところ，「家族との関係が悪化した」と回
答した人は 6人に 1人に上った。自治体やボラン
ティアグループが行っている被災者の悩みごと相
談には，震災 1年目は仮設住宅での暮らしや近所
の人間関係に関する相談が多かったが， 2年目に
なると「家族から暴力を受けて困っている」「離
婚を考えているがどうしたらよいか」という相談
が増えたという。福島県では，避難区域以外から
家族を自主的に避難させた人が，離れ離れの生活
が長期間続いていることで，経済的な面だけでな
く，精神的にも大きな負担となりつつある。

2．がれき処理問題

　震災で発生したがれき（津波堆積物含む）の量
は，岩手・宮城・福島の 3県で2,670万トン（13
年 2 月末時点推計）に上る。環境省は14年 3 月末
までにすべての処理を終えることを目標と定めて
いるが，この時点での処理量は，津波堆積物を除
いたがれきでは51％と，まだ半分である。
　処理に時間がかかっている理由は，津波によっ
てあらゆるものが混在したがれきだったため，当
初から分別に時間がかかったことや，仮設の焼却
炉の設置に時間がかかったことなどがあるが，被
災地で処理しきれないがれきをほかの地域で受け
入れる「広域処理」が進まなかったことも一因に
挙げられる。
　受け入れ先の各地では住民の不安の声も挙が
り，12年 5 月には宮城県石巻市のがれきの受け入
れを表明した北九州市に試験焼却用のがれきが搬
入されたが，市民グループの抗議活動の影響で，
搬入が 8時間以上遅れた。 9月には，岩手県のが
れきの受け入れを決めた大阪府と大阪市に対し，
住民が「放射性物質の危険性を十分に検討してい
ない」として焼却処理中止を求める訴えを起こし
た。
　こうした中，被災地が自前で処理する量を増や
したことや，その後，受け入れが進んだことで，
12年度末までに広域処理の受け入れは，ほぼめど
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が立った。
　一方，福島県で発生したがれきのうち，国が処
理する福島第一原発周辺の 8町村のがれきはほと
んど手つかずの状態で，仮置き場の設置すら一部
にとどまっているほか，仮設の焼却炉も全く設置
できていない。

3．復興予算問題

　国は11年の第 1次～ 3次補正予算と，12年度の
当初予算で，「復興予算」としておよそ19兆円を
計上した。ところが，その使途を検証したところ，
被災地と関連性の薄い予算が数多くあることが判
明，大きな社会的問題となった。
　この問題の発端は，12年 9 月 9 日に放送された
『NHKスペシャル』「追跡　復興予算19兆円」で
ある。放送後の大きな反響を受けて，平野復興大
臣は「個々の予算でみた場合，いかがなものかと
いう予算がないわけではない。きちんと精査して，
来年度はできるだけ被災地に特化した予算を作り
たい」と述べた。
　11月16日には，政府の行政刷新会議による「新
仕分け」が行われ， 4つの事業について復興予算
を使うべきではないと結論づけた。さらに27日に
開かれた政府の復興推進会議では，12年度の予算
のうち中央省庁の庁舎の耐震化工事などおよそ
168億円の復興予算の執行停止を決めた。
　その後，12月の衆院選で政権が交代すると，政
府は復興予算を25兆円規模に拡大することを決
定。被災地から使い勝手が悪いという指摘が出て
いた復興交付金の支給対象を拡大した。

2 節 福島第一原子力発電所事故のその後

1．事故調査・検証委員会報告

　福島第一原発の事故原因の解明にあたっていた
国会の事故調査委員会は，12年 7 月 5 日に最終報
告書を公表。歴代の規制当局と東京電力の経営陣
の安全への取り組みが不足し，何度も事前に対策
を立てるチャンスがあったと指摘したうえで，事
故は，自然災害ではなく，人災だと批判した。ま
た，政府の事故調査・検証委員会は，12年 7 月23
日に最終報告書を公表。大津波に対する東京電力
の緊迫感と想像力が欠けていたことが，事故の重
要な要因の一つだと批判したうえで，日本は災害
大国であることを肝に銘じて，安全対策に取り組
む新たな防災思想が必要だと提言した。一方，東
京電力はみずから行っていた事故調査の最終報告
を12年 6 月20日に公表。原子力災害への備えが甘
く実践的な考えが十分でなかったと総括する一
方，政府の介入について無用な混乱を助長させた
と批判した。ただ，いずれの調査でも，地震を含
めて事故の詳しい原因を解明できなかったほか，
被害の全容も明らかにできなかった。政府や国会
の事故調査委員会は，国を中心に今後も調査を継
続するよう提言した。

2．原発再稼働問題

　福島第一原発の事故以降，定期検査に入った全
国の原発は，安全性の観点から再稼働できなくな
り，12年 5 月には，全国で運転中の原発がなくな
る原発ゼロの状態となった。こうした中で，関西
電力・大飯原子力発電所の運転再開を巡って，政
府は，12年 6 月16日に野田総理大臣と関係閣僚に
よる会合を開き，12年 4 月に政府が示した運転再
開を判断する新たな基準を満たしていると評価し
たうえで，福井県などの立地自治体の同意を得ら
れたとして，運転再開を決定。13年 7 月，大飯原
発 3号機と 4号機を相次いで起動させ，運転を再
開させた。これに対して，再稼働に反対する動き
も活発になり，毎週金曜日に総理官邸前で，運転
再開に反対する大規模な抗議活動が繰り返された
ほか，12年 7 月16日には，東京で過去最大規模の
原発に反対する集会が開かれ，主催者発表で17万
人，警視庁発表で 7万5,000人が参加した。

3．原子力規制委員会発足

　福島第一原発事故で，国の原子力の安全規制が
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機能しなかった反省から，12年 9 月19日，国の原
子力の安全規制を一元的に担う原子力規制委員会
が発足した。原子力規制委員会は，政府からの独
立性を高めるため，委員 5人からなる 3条委員会
で運営され，初代の委員長には，福島県出身で長
年，放射線の研究に携わってきた田中俊一氏が就
任した。事務局となる原子力規制庁の職員は，原
則，異動で出身官庁に戻らないとするノーリター
ンルールが適用された。

4．中間貯蔵施設と避難区域

　放射性物質を取り除く除染作業で出た土などを
一時的に保管する中間貯蔵施設は，福島県大熊町，
双葉町，楢葉町で建設が計画されているが，一向
に進んでいない。住民の間からは，復興の妨げに
なるとして反対する声が依然大きく，候補地を決
める現地調査も始まっていないため，15年 1 月に
土などを施設に搬入するとした国の計画が実現で
きるかどうか不透明な状況だ。
　さらに，避難区域に住んでいた住民は，いまも
仮設住宅などでの生活が続いている。住民の帰還
を進める区域の見直しも，双葉町などでは決まっ
ていないため，住民の間からは，いつ元の場所に
戻ることができるのか不安の声があがっている。

5．原発比率を巡る議論

　福島第一原発の事故により日本のエネルギー政
策が大きく見直されることになった。それまでは，
地球温暖化問題への対応が重要課題となり，温室
効果ガスの排出がほとんどないとして原発への依
存度を30年時点に50％以上に高めるなどとしてい
た。しかし，原発事故を受けて政府は政策を白紙
から見直すことになり，経済産業省に設置した
「総合資源エネルギー調査会基本問題委員会」で
再検討を始めた。委員会の議論は，将来の電力需
要をどのような発電方法で賄うかを示す，いわゆ
る「エネルギーのベストミックス」の中でも，特
に原発比率が焦点となり，12年 5 月には30年時点
の原発の比率について，「 0 ％」「15％」，「20～
25％」，「明示しない」の 4つの選択肢をまとめ，
関係閣僚会議である「エネルギー・環境会議」に
判断に委ねた。
　翌 6月，エネルギー・環境会議は， 4つの選択
肢から「明示しない」を除外したうえで，国民の
意見を踏まえて最終決定する方針を示した。さら
に，政府主催によるグループ討議を経て，参加し
た市民の意見を聞く「討論型世論調査」が実施さ
れ，「 0％」の選択肢を支持する意見が46.7％と

半数近くに上った。この結果を重く見た政府は，
エネルギー政策に「原発ゼロ」を明記する方向で
調整を進めたが，これに対して経済界からは電気
料金の負担が増えるなどとして反発の声も上がっ
た。
　こうした中，政府は12年 9 月，「2030年代に原
発稼働ゼロを可能とするようあらゆる政策資源を
投入する」とした「革新的エネルギー・環境戦
略」を策定。将来的に原発ゼロを目指すとする一
方，当面は原発を重要電源として活用し，使用済
み核燃料の再処理事業も継続するといった内容を
盛り込んだ。これを踏まえ，政府は，再生可能エ
ネルギーの普及策など具体的な施策を12年中にま
とめるとした。
　しかし，12年12月の衆議院選挙で誕生した安倍
政権は，前政権のエネルギー政策を抜本的に見直
す方針を早々に示し，13年 3 月には，経済産業省
内に「総合資源エネルギー調査会総合部会」を設
置し，エネルギー政策についての議論を改めて始
めた。
　この間，日本はLNG=液化天然ガスなど火力発
電用の燃料の輸入コストが増大し，12年度の貿易
赤字が過去最大の 8兆円余りとなったほか，経営
状況が悪化した電力各社による，第二次石油ショ
ック以来の電気料金の本格値上げの動きも相次
ぎ，天然ガスなどの資源をいかに安く調達するか
という課題に直面することになった。
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3 節 NHK東日本大震災プロジェクト

1．ねらいと組織

（1）ねらい
　東日本大震災プロジェクト（以下「震災プ
ロ」）は，被災地の復興を支援する取り組みを行
う組織横断的プロジェクトとして，震災直後に発
足した。
　被災地を忘れないための放送，被災地に笑顔を
届けるイベントのほか，全国の皆さんに東北に足
を運んでもらうためのキャンペーンや，世界に震
災後の日本を伝える取り組み，さらに震災を記録
し将来の防災を考える取り組みなど，放送・放送
外を問わず幅広い視野で震災に向き合い，被災地
を支援することを目指している。
（2）組織
　事務局は，専従 1人，兼務者10人から成り，放
送総局，視聴者総局，仙台放送局などから組織さ
れている。
　2012年度の事務局の構成メンバーは以下のとお
り。
　・ 事務局長 1人（編成局編成センター長が兼

務）
　・専従者 1人
　・その他の兼務者 8人
　　　大型企画開発センター 1人，制作局 1人，
　　　報道局 2人，編成局 2人，
　　　視聴者事業局 1人，仙台放送局 1人

　この事務局メンバーのほかに29人のプロジェク
トメンバーが加わり親会を構成している。プロジ
ェクトメンバーは，制作局，報道局，広報局，営
業局，関連事業局，知財展開センター，デザイン
センターなど全局から集められている。

2．取り組みの内容

　震災プロの取り組みは，放送番組の制作，イベ
ント，ウェブ，他メディアを使ったプロモーショ
ンなど多岐にわたる。その主なものを列記する。
（1）震災関連定時番組の制作・放送
　12年度は，テレビの各波で震災関連の定時番組
を放送し，広く被災地の情報を届け，支援を行っ
た。総合テレビ『明日へ～支えあおう』，Eテレ
『東北発☆未来塾』『リトル・チャロ東北編』，
BSプレミアム『きらり！えん旅』，BS1・NHKワ
ールド『TOMORROW beyond 3.11』。

（2）『特集　明日へ～支えあおう』
　震災から 1年半，および 2年の節目で，『特集　
明日へ～支えあおう』と題し，被災地からの生中
継で，総合テレビの特集番組を放送した。いずれ
も，被災地の今の情報，そして被災地を支援する
全国の声を伝えた。
①震災 1年半の特集
・放送： 9月 9日（日）
・ 1部10:05～11:54， 2 部13:05～15:00
・キーステーション：福島県二本松市の道の駅
・司会：三宅民夫，伊東敏恵アナウンサー
・視聴率： 1部3.0％， 2部2.3％
②震災 2年の特集
・放送： 3月10日（日）～11日（月）
　10日： 1部10:05～11:54， 2 部13:35～16:30
　11日： 1 部10:05～11:00， 2 部13:05～14:00， 3
部14:38～16:00（式典中継含む）
・キーステーション　岩手県大槌町
・司会　三宅民夫，伊東敏恵アナウンサー
・視聴率：10日 1 部2.9％， 2 部前半4.6％，後半
3.8％。11日 1 部2.9％， 2部3.3％， 3部5.2％。
（※視聴率はいずれも関東）

　また震災 2年に当たっては，『NHKスペシャ
ル』のほか，各定時番組でも震災・被災地支援関
連の番組を多数編成し，『あさイチ』と『ゆうど
きネットワーク』では沿岸部の北と南から毎日被
災地の様子を届ける中継シリーズを 2週間にわた
って実施， 3月10日の『のど自慢』は宮城県岩沼
市から時間を拡大して放送した。
（3）ミニ番組の展開
　「明日へ1min」と題した被災地支援の 1分ミ
ニ番組を平均 1日 2回編成した。キャンペーンや
番組情報など内容は多岐にわたる。主なものは以
下のとおり。
「カレンの復興カレンダー」…被災者が書いたブ
ログをAKB48の岩田華怜が紹介。
「復興支援ソング花は咲く」…オリジナル版，ピ
アノ版，アニメ版，スケート版など多くのバー
ジョンを放送。

（　　　　　　　　　）
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「あなたも復興サポーター」…全国の人が参加で
きる支援の取り組みを紹介。

（4）四季の東北シリーズ
　四季折々の東北の魅力を伝え，多くの人に東北
に足を運んでもらおうというキャンペーンを季節
ごとに行った。「ひらり東北の春」「まっさかり東
北の夏」「きらり東北の秋」「ほっこり東北の冬」
の 4つ。いずれもBSプレミアムと連動し，放送
番組のほか，ポスターやチラシ，中吊り広告，ウ
ェブサイト，PR動画など，多メディアで展開し，
JRとの大規模な相互協力も実現した。
（5）公開復興サポート　明日へ
　被災地の皆さんと復興について考えるととも
に，ひとときを楽しんでいただくために，被災地
近辺で複数の番組の公開収録を同時に実施する大
型イベント。12年度は，福島と仙台の 2会場で実
施した。
①13年 1 月26日（土），27日（日）
・会場：「こむこむ」（福島市）
・ 参加番組：『きらり！えん旅』『すくすく子育
て』など 5番組。
・来場者数：735人
② 2月11日（日）
・会場：東北大学川内キャンパス（仙台市）
・ 参加番組：『きょうの料理』『Rの法則』『東
北発☆未来塾』『趣味の園芸』など22番組の
ほか，展示やイベントなども実施。
・来場者数　5,392人

（6）『証言記録・東日本大震災』
　実際の被災体験を語っていただき，放送とウェ
ブで記録していくプロジェクト。放送では，随時
編成の 5分ミニ番組『あの日わたしは』と，毎月
1回の『証言記録・東日本大震災』として放送。
ウェブでは，「東日本大震災アーカイブス」とし
て公開している。
（7）復興サポート
　復興に関わるノウハウを持った知恵者が被災地
を訪ね，被災地の人たちと具体策を話し合う。定
時番組『明日へ～支えあおう』の枠内でシリーズ
化し，月に一本放送。年間12本。
（8）復興支援ソング「花は咲く」
　復興支援ソング「花は咲く」を作詞・岩井俊二，
作曲・菅野よう子（ともに宮城県出身）に委嘱し
制作，出演者も被災県ゆかりの34組の著名人にお
願いした。12年 4 月から本格的に放送を開始。12
年度中に下記のような広がりを見せた。
・ピアニスト辻井伸行版の放送（ 9月）
・ソプラノ歌手森麻季版の放送（ 9月）

・ 荒川静香と仙台の子供たちが歌に合わせてスケ
ーティング（11月）

・ 視聴者参加の「100万人の花は咲く」キャンペ
ーン開始（12月）

・ウィーン少年合唱団版を放送（ 3月）
・ アニメ版（歌・鈴木梨央と福島県大野小学校の
子供たち）の放送（ 3月）

・ 春のセンバツ高校野球の入場行進曲に採用（ 3
月）

・ 9月と 3月に関連の特集番組の放送
　なお，楽曲の著作権，およびCD等売り上げの
一部は，NHK厚生文化事業団を通して被災地に
義援金として送られる。

（9）被災地応援イベントキャラバン
　被災地の幼稚園・保育所等の施設を巡回し，「忍
たま乱太郎」や「おじゃる丸」などNHKの人気
キャラクターによるステージを展開するキャラバ
ンを11年度に引き続き実施。 5月から11月にかけ
て104会場を回り， 1万2,753人が参加した。
（10）国際展開の取り組み
　震災後の日本の様子を正しく海外に伝え，風化
を防ぎ，風評被害を払拭する取り組みを実施して
いる。
　定時番組『TOMORROW beyond 3.11』（NHK
ワールド・BS1）では，海外の著名人が被災地を
中心とした震災後の日本を訪ね，ふれあいの旅を
した。
　『March to Recovery』では，国内の定時番組
『明日へ～支えあおう』や『NHKスペシャル』
の英語版を放送。
　ウェブサイト『JAPAN beyond 3.11』では震
災関連情報や日本の魅力を伝える情報を発信し
た。また海外の被災地支援イベント会場で震災関
連の番組の上映を進めた。
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【人的被害】（総務省消防庁）
　・死者 1 万8,493人
　・行方不明 2,683人
　・負傷者 6,217人
　　　　　　　　（2013年 3 月現在）
　○震災関連死（復興庁）　2,688人
　　　　　　　　（2013年 3 月現在）

【避難者数】（復興庁）
・避難者数 31万3,329人
 全国1,215市区町村に所在
　　　　　　　　（2013年 3 月現在）
（最多時・2011年 3 月14日約47万人）

【住宅被害】（総務省消防庁）
　・全壊 12万8,801棟
　・半壊 26万9,675棟
　・一部破損 75万6,814棟
　　　　　　　　（2013年 3 月現在）

【火災】　  （総務省消防庁）
　・火災 330件
　　　　　　　　（2012年 7 月確定値）

※2012年 4 月以降，情報が更新された被害
項目。
※2011年 3 月11日の東北太平洋沖地震のほ
か，宮城県沖を震源とする地震（同年 4月
7日），福島県浜通りを震源とする地震（同
年 4月11・12日）による被害を含む。

（参考）東日本大震災の被害状況（2013年 3 月現在）


